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はしがき 

 

 総務省では、活力ある地域づくりに向け、様々な施策を通じて、地方自治体等

の取組支援を行ってきた。特に、地域づくりにおいては、その中核を担う人材が

不可欠であり、地域づくり人材の育成として「全国地域づくり人財塾」を開催し、

地方自治体職員を中心に多くの人材を養成・輩出してきた。 

 東京一極集中の是正、地方回帰の更なる促進に向け、今後とも魅力ある地域づ

くりを進める必要がある。その中核となる人材の育成は、これまでにも増して重

要なことから、令和３年度、総務省に「地域づくり人材の養成に関する調査研究

会（以下、「調査研究会」という。）」を設置し、地域づくり人材の確保・育成等

の方策について審議、検討することとしたところである。 

 近年の働き方の変革の中での「副業・兼業」の緩和・促進という社会情勢の変

化を背景に、多くの都市部企業人材等が、地方貢献や地域との関係づくりといっ

た動機から、地域の中小企業や地縁団体などで、自らの知識、スキルを副業や兼

業といった形で提供する事例が見られるようになり、一部の地方自治体におい

ては、これらの取組を支援する動きも出ている。 

 そこで令和３年度の調査研究会においては、従前より地域づくりの一端を担

うことが期待されてきた企業人材、とりわけ副業・兼業での地域への関わりや、

貢献手法について取り上げることとし、地方自治体、活用企業・団体、そして副

業・兼業実践者のそれぞれにヒアリングを実施し、実態や課題等の把握を通じ、

今後の地域振興におけるこれら副業・兼業人材活用の可能性を検討する。 

 併せて、これら副業・兼業人材が、地域での副業・兼業活動を通じ、点として

の一過性の地域振興ではなく、面的にも、また継続的な地域との繋がりが形成さ

れ、当該地域の更なる活性化に向けた、いわゆる地域での協働活動の担い手にな

り得るに必要な要素等について把握する。 

 今回、調査研究会の活動にご理解いただき、多大なるご協力を賜った、地方自

治体、副業・兼業を活用された企業・団体、そして副業・兼業の実践者の各位、

並びに同事業関係機関の各位に厚く御礼申し上げる次第である。 
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副業・兼業の定義 

本調査で扱う「副業・兼業」とは、厚生労働省が『「副業・兼業の促進に関するガイドライン」

パンフレット』において示している「副業・兼業を行うということは、二つ以上の仕事を掛け持

つことをここでは想定しています。副業・兼業は、企業に雇用される形で行うもの（正社員、パ

ート・アルバイトなど）、自ら起業して事業主として行うもの、コンサルタントとして請負や委

任といった形で行うものなど、さまざまな形態があります。」との概念によるものと位置づける

こととする。 
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第１章 本調査の目的と構成 

１ 調査の背景・目的 

総務省では、地域活性化を図るうえで、その担い手たる「人」が重要との

認識から、「人材力活性化研究会」を設置し、人材力活性化の具体的な施策

や人材力の相互交流とネットワーク形成の進め方等について検討し、同研究

会成果の実践としての「全国地域づくり人財塾」といった取組を通じ、人材

育成を展開、地域づくりを担う人材に対する支援を行ってきた。 

  また、「地域おこし協力隊」や「地域活性化起業人」等の施策を通じた、

地方回帰の促進にも取り組んできたところである。これら制度における「地

域（受皿）」は地方自治体等の公共部門であり、主に公共の立場から様々に

まちづくり施策を担ってきたものである。 

  今後の更なる地方回帰の促進、都市から地方への流れの拡大には、地域を、

地方自治体中心に狭義に捉えるより、地方自治体に加え、民間企業、NPO等

の地域団体も含めた広義に捉えるのが望ましく、これら様々な活動主体に外

部人材等が入り活躍する中で、各主体ががっちりスクラムを組んで地域を盛

り上げていく、そのような取組が望まれるところである。 

  一方、近年の働き方の変化に注目すると、本業とは別に、週末や空き時間

等を活用した「副業・兼業」が盛んに行われるようになり、既に一部の地域

においては地方自治体が主導する形で、マッチング支援機関、地元商工会、

金融機関と連携して、地域の中小企業の経営革新、底上げ、地域経済活性化

を図るため、副業・兼業人材を活用する取組が進んでいる。 

  以上のような、今後の更なる地方回帰の促進といった社会的要請、近年の

働き方改革による副業・兼業の拡大を背景に、本調査では、広義の地域で活

躍する企業人材、その中でも、一部の地方自治体で取組が進む「副業・兼業

人材」の活動の実態を明らかにし、今後の地域振興を図るうえで望まれる施

策、あるいは、地域経済活性化の視点からの点としての一過性の産業人材か

ら、面としての継続的な地域づくり人材に発展する方策等について検討を行

う。加えて、企業単位で行う地域貢献方策にも視野を広げ、今後の企業人材

活用に係る提言を行うものである。 
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 ２ 研究会構成員及び開催日程 

   本調査の実施にあたっては、学識経験者、地域づくり関係者に加え、民間

での人材育成、あるいは公民連携に精通する実践者にも参画のうえ、幅広い

視点で調査研究を行った。 

 

 (1)構成員名簿（敬称略）         （五十音順、○：座長） 

  

 (2)開催日程 

令和 3年 12 月 2日（木） 

   第 1回 地域づくり人材の養成に関する調査研究会 

    【議事】 

(1)主催者挨拶 

(2)開催要綱等説明 

(3)座長挨拶 

(4)審議 

①今年度ご審議いただきたい事項 

②地方企業×副業人材マッチング「Skill Shift」について 

③地域における副業・兼業人材活用事業 

④視察先候補について 

⑤その他 

(5)その他    

氏 名 所  属 

○ 大 杉   覚 東京都立大学法学部教授  

小 田 理恵子 
一般社団法人官民共創未来コンソーシアム 

代表理事 

加留部 貴 行 九州大学大学院統合新領域学府客員准教授 

河 井 孝 仁 東海大学文化社会学部教授 

島 田 由 香 
ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス 

株式会社取締役人事総務本部長 

吉 弘 拓 生 
一般財団法人地域活性化センター 

新事業企画室長 
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令和 3年 12 月 22日（水） 

   事例調査① 

    【地方自治体等】 

 京都府舞鶴市（「海の京都」未来共創ネットワーク） 

※舞鶴市を含む５市２町で実施 

 

令和 4年 1月 19日（水） 

   事例調査② 

    【地方自治体等】 

     和歌山県（副業兼業人材活用支援） 

     白浜町（企業による地域貢献の受入れ） 

    【活用企業・団体】 

椿温泉旅館しらさぎ 

口熊野かみとんだ山桃会 

 

令和 4年 1月 20日（木） 

   事例調査③ 

    【地方自治体等】 

     鳥取県（とっとり副業兼業プロジェクト） 

    【活用企業・団体】 

株式会社吉備総合電設 

 

令和 4年 1月 31日（月） 

   第 2回 地域づくり人材の養成に関する調査研究会 

    【議事】 

(1)開会 

(2)審議 

①事例調査中間報告 

②報告書骨子案 

③その他 

(3)連絡事項等 

 

令和 4年 2月 4日（金） 

   事例調査④ 

    【地方自治体等】 

     富山県南砺市（『副業』応援市民プロジェクト） 
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    【活用企業・団体】 

株式会社藤井組 

 

令和 4年 2月 8日（火） 

   事例調査⑤ 

    【副業・兼業経験者】 

高橋 氏 

斉田 氏 

 

令和 4年 3月 1日（火） 

   第 3回 地域づくり人材の養成に関する調査研究会 

    【議事】 

(1)開会 

(2)審議 

①報告書案 

②意見交換 

③その他 

(3)連絡事項等 
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第２章 副業・兼業を巡る最近の動向 

 １ 就業環境の変化 

(1)モデル就業規則の改定（厚生労働省、平成 30年１月） 

    常時 10 人以上の従業員を使用する使用者は、労働基準法第 89 条の規

定により、就業規則を作成し、所轄の労働基準監督署長に届け出なければ

ならないとされている。そして、就業規則を変更する場合も同様に、所轄

の労働基準監督署長に届け出なければならない。 

このため、事業所支援の観点から、厚生労働省において、標準的な条文

等定めた「モデル就業規則」を作成・公表している。 

従来「モデル就業規則」においては、「許可なく他の企業の業務に従事

してはならない。」旨の規定があったが、平成 30年１月のモデル就業規則

の改定においては、「許可なく他の会社の業務に従事しないこと。」の規定

が削除され、「労働者は、勤務時間外において、他の会社等の業務に従事

することができる。」の規定が追加された。 

 

モデル定款における副業・兼業の規定 

（副業・兼業） 

 第６８条 労働者は、勤務時間外において、他の会社等の業務に従事することがで

きる。 

２ 会社は、労働者からの前項の業務に従事する旨の届出に基づき、当該労働者が当

該業務に従事することにより次の各号のいずれかに該当する場合には、これを禁止

又は制限することができる。 

① 労務提供上の支障がある場合 

② 企業秘密が漏洩する場合  

③ 会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合  

④ 競業により、企業の利益を害する場合 
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(2)副業・兼業の促進に関するガイドラインの改定 

（厚生労働省、令和２年９月）  

厚生労働省では、平成 30 年１月、モデル就業規則の改定に合わせる形

で、「副業・兼業」について、企業や働く方が現行の法令のもとでどういう

事項に留意すべきかをまとめたガイドラインを作成した。 

従前より、副業・兼業については、「働き方改革実行計画」（平成 29年３

月 28 日働き方改革実現会議決定）において、複数の事業所で働く人の保

護等の観点や副業・兼業を普及促進させる観点から、労働時間管理及び健

康管理の在り方等について検討を進めることとされていた。 

これを踏まえ、労働政策審議会労働条件分科会及び安全衛生分科会にお

いて、副業・兼業の場合における労働時間管理・健康管理について検討を

行い、令和２年９月に改訂版を公表した。 

改定版では、副業・兼業の場合における労働時間管理及び健康管理につ

いてルールが明確化され、厚生労働省では、企業も労働者も健康を確保し

ながら安心して副業・兼業を行うことができるよう、本ガイドラインの周

知を図っていくこととしている。 

 

「副業・兼業の促進に関するガイドライン」における副業・兼業の促進の方向性 

２ 副業・兼業の促進の方向性 

（２）（前段略） 副業・兼業は、社会全体としてみれば、オープンイノベーションや

起業の手段としても有効であり、都市部の人材を地方でも活かすという観点

から地方創生にも資する面もあると考えられる。 

 

 ２ 地方創生の取組としての副業・兼業 

   まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）に基づき、５か

年の目標や施策の基本的方向等をまとめた、「まち・ひと・しごと創生総合

戦略(2020 改訂版）」（令和２年 12 月 21 日閣議決定）の基本目標２におい

て、「副業・兼業で週末に地域の企業・NPO で働くなど、その地域や地域の

人々に多様な形で関わる人々、すなわち「関係人口」を地域の力にしていく

ことを目指す。」とされた。 
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「第 2期まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020改訂版）の記述 

（２）基本目標の見直し 

（基本目標２：「地方とのつながりを築く」観点の追加） 

地域に住む人々だけでなく、地域に必ずしも居住していない地域外の人々に対して

も、地域の担い手としての活躍を促すこと、すなわち地方創生の当事者の最大化を図

ることは、地域の活力を維持・発展させるために必要不可欠である。このため、地域

外から地域の祭りに毎年参加し運営にも携わる、副業・兼業で週末に地域の企業・NPO 

で働くなど、その地域や地域の人々に多様な形で関わる人々、すなわち「関係人口」

を地域の力にしていくことを目指す。 

 

 ３ マッチング支援機関等の取組 

   働き方の改革の一環としての副業・兼業の促進、更なる地方創生の推進に

向けた副業・兼業の活用など、これらの動きに呼応するかのように、日本各

地において、地方自治体が主導する副業・兼業人材を活用する取組が実施さ

れるようになった。 

   実施にあたり、副業・兼業を希望する者と外部の力を借りたい地方企業を

結びつける「マッチング支援機関（以下、「支援機関」という。）」の存在は

重要であり、現在多くの支援機関が、主に都市部の企業に勤める人材と、経

営課題に直面している、あるいは商品開発・販路拡大等を試みる地方企業を

結びつける取組を行っている。 

   本調査においては、各地で多くのマッチングを手がける支援機関の一つ

である（株）みらいワークスにヒアリングを実施、取組概況を把握した。 

 

【(株)みらいワークスの「Skill Shift」】 

① 事業概要 

(株)みらいワークスが実施する事業は、都市向けと地方向けに分かれ

る。このうち地方向けのサービスの１つが「Skill Shift」であり、主に

都市部の副業・兼業人材を地方企業とマッチングするサービスである。

もう 1つ「Glocal Mission Jobs」は、都市部からの移住を伴う転職を支

援するマッチングサービスである。(株)みらいワークスでは、2つのサー
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ビスを中心に、地方企業、自治体と連携しながら活動を進めている。 

 

② 「Skill Shift」について 

同社が手がける「Skill Shift」は、都市部のプロ人材を地方企業との

マッチングによって、地方企業の経営課題を解決し、引いては地域を活

性化していくことを目標としている。下図は、「Skill Shift」で解決し

たい人材の領域であり、左側が現場に近い作業・人手の領域で、右側は

経営に近い企画・戦略の領域となっている。縦軸は人材の費用感を示し

ている。 

「Skill Shift」は、右側の経営に近い企画・戦略の人材を企業に紹介

している。通常、この種の領域は、顧問・コンサルといった形で存在す

るが、小規模の企業になるほど費用感が合わない。そこに対して副業・

兼業という形で安価に、高度な技能を持っている人材を紹介している。 

  「Skill Shift」は「求人媒体型」となっており、掲載料という形で企

業から費用を受領し、マッチングを進めている。 

実績は、中小企業 1,060社、都市部の副業・兼業人材 8,000名が登録。

求人応募率は 99%、つまり掲載したら、誰かしら、何かしらの応募があ

るという状況である。また 1求人当り 18名が応募し掲載したら 18名の

副業・兼業人材が集まるといった状況になっている。 

  副業・兼業人材の報酬は、月額で平均 3.4 万円、現在、45 都道府県、

255 市町村の中小企業が利用しており、国内ではかなり大きな実績とな

っている。 
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③ 副業・兼業者の状況 

 副業・兼業に対する関心の高まりがみられており、次図のとおり、地

方の中小企業での副業に「興味あり」と「やや興味あり」の合計は 56.8%。

年代では 45～54歳世代の興味関心が高い。 

  副業・兼業に携わる理由としては、スキルアップや、やりがい、地方

創生、地方貢献が多く、副収入だけを目的というものではない。そのた

め先述のように月報酬 3.4万円という費用感で、副業・兼業者がチャレ

ンジしている状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 関係人口創出への取組 

 関係人口の創出に向け、各地域では、移住を最初のコミュニケーショ

ンの発信の基点としているケースが多い。しかし、移住となるとなかな

か手を挙げてくれる人もいない。このため、「Skill Shift」では、「副業

という形で地域に貢献しませんか。」と提案し、地方自治体、金融機関、

商工会議所、中小企業と密接に連携しながら関係人口の受皿をつくって

いる。 

まず、地方自治体には、関係人口の創出や産業振興の観点で事業予算

を計上してもらい、その予算から企業が負担すべき掲載料を代わりに支

出する政策的配慮がなされている。このような形で、企業がチャレンジ

しやすい、副業・兼業人材をもっと活用したいという状況を創出、地域

経済の活性化を促進している。 

ただ、ノウハウのない地方の企業が副業・兼業人材の活用をイメージ
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することは難しいので、まずはセミナーで、副業・兼業人材とはどうい

う人材なのか、副業・兼業人材を活用することで、自社の経営課題をど

のように解決していくことができるのかといったことを紹介する。 

セミナーを通じて企業が「ちょっとおもしろそう。副業・兼業人材を

活用してみたい。」と考えたら、金融機関や商工会議所に地域の窓口にな

ってもらい、副業・兼業人材の求人票の作成方法など募集や採用に関す

るフォローを行っている。こちらも最初は金融機関や商工会にノウハウ

が無いので、「Skill Shift」の持っている知見・知識を提供している。 

この取組を複数年続けることで、地元企業が副業・兼業人材を活用し

て成功していく事例が数多く出てくる。また、金融機関、商工会議所は、

副業・兼業人材の利活用の方法やポイントがわかってくる。 

すると、仮に地方自治体の事業予算がなくなり、掲載料を自ら払った

としても、副業・兼業人材を活用してみたいという自走化する環境をつ

くることが可能になってくると考えている。 

 

⑤ 今後の展望 

地方自治体を中心に事業を推進しているが、一定数ある地元の旗振り

役と呼ばれる企業の力も得ながら関係人口の創出、特に面としての広が

りを継続して進めていきたいと考えている。 

  そして、副業・兼業を通じて出会った地域とのさらなる関係性を探る

ため、副業・兼業を経験した者にアンケートを実施。アンケートから、

地域ともっと関わりたいという声が圧倒的に多いことから、今後、地域

に関わった副業・兼業人材を束ね、関係の深さをつくっていきたい。具

体的には、地域コミュニティへの参加や観光との連携、地域の特産との

連携、ワーケーション、また、地域おこし協力隊とも連携できるのでは

ないかと期待ももっている。面としての動き、そして、深さとしての動

き、この両軸を中心に、今後も事業を展開し、関係人口の創出と地域の

活性化を推進していきたいと考えている。 
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第３章 調査研究の進め方 

 １ 調査対象の設定 

先述のとおり、地域における副業・兼業人材の活用にあたっては、狭義と

しての地域、すなわち地方自治体での活用と、地方自治体の他に地方企業、

NPO、任意団体等における活用も含む、いわゆる広義としての地域での活用

が考えられる。 

今後の地方回帰をさらに促進するうえでは、より大きな地域（受皿）が望

ましい。既に一部先行する地方自治体においては、地元商工会や金融機関と

連携し、先述の支援機関を活用しながら、地方企業における副業・兼業人材

活用の事業が実施されているところである。 

 そのため本調査においては、このような地方自治体が主導する広義の地域

における副業・兼業人材活用事業を対象とする。 

なお、地方自治体自らが活用する副業・兼業については、公務員法制に基

づく統一的な運用がなされていることから、本調査では取り扱わないことと

する。 

 

 ２ 地方自治体が主導する副業・兼業人材活用事業 

広義の地域における副業・兼業活用事業の実態については、次のとおり、

各地域において、地域経済の活性化、さらには関係人口（※）の創出・拡大

を図る目的で、地方自治体が主導する形で事業が実施されている。 

 実施主体は、広域行政機関である都道府県が実施するもの、基礎的自治体

である市町村が行うもの、あるいは複数の市町村が連携して行うものなど地

域の実情に応じた取組が行われている。 

本調査では、様々な実施形態で行われている事例を調査対象として、第一

段階として、インターネット、書籍等の文献を活用した調査により、各地で

行われている「副業・兼業人材活用事業」を抽出。その事業群の中から、第

二段階として、調査に協力いただける地方自治体を選定し、ヒアリングによ

る事例調査を実施した。 

（※）関係人口とは 

本書で扱う「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光
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に来た「交流人口」でもない、地域と多様に関わる人々を指す言葉とさ

れる。 

地方圏は、人口減少・高齢化により、地域づくりの担い手不足という

課題に直面している。地域によっては若者を中心に、変化を生み出す

人材が地域に入り始めており、「関係人口」と呼ばれる地域外の人材が

地域づくりの担い手となることが期待されている。 

このように「関係人口」は幅広い概念であるが、各地域において、独

自に定義を置き、取り組む事例も出てきている。例えば、山形県小国町

の「協働人口」（「協働人口：小国の自然、文化、人などに魅了され、小

国に関わり続けてくれる人々」）のように、「関係人口」の定義の範囲を

より明確にして取り組む地域もある。 

出典：総務省「関係人口ポータルサイト」 

https://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/about/index.html 

 

各地で実施中の「地域における副業・兼業人材活用事業」（インターネット

等公開情報より選出） 

※ ○印のある事業は事例調査実施。 

 

都道府県による広域的な取組 

石川県（県、北國銀行との連携） 

https://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/about/index.html


14 

○和歌山県（県、わかやま産業振興財団、(株)南紀白浜エアポートとの連携） 

○鳥取県（とっとり副業兼業プロジェクト） 

広島県（県、広島銀行との連携） 

 

複数市町村連携による取組 

○「海の京都」未来共創ネットワーク（京都府北部５市２町） 

熊本県八代市・人吉市・芦北町（熊本がまだす！副業プロジェクト） 

 

各市町村による取組 

群馬県富岡市（副業人材活用事業） 

○富山県南砺市（『副業』応援市民プロジェクト） 

長野県佐久市（市、JR東日本企画との連携） 

愛知県豊田市（副業・プロボノ人材活用プログラム） 

岐阜県養老町（町、商工会との連携） 

兵庫県神戸市（求人ステーション KOBE） 

鳥取県智頭町（兼業外部人材活用支援事業補助金制度） 

佐賀県伊万里市（TSUNAGU関係人口創出） 

福島県いわき市（市と商工会議所、市内金融機関２行との連携） 
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第４章 事例調査 

 １ ヒアリング実施方法 

第一段階として実施した文献調査の中から、第二段階として選定した事例

調査対象についてヒアリング調査を実施した。ヒアリングの対象は、各地域

事業を主導する地方自治体（公益法人、推進（旗振り役）企業含む）、副業・

兼業人材を活用した企業・団体の２者を対象とすることとし、加えて、ヒア

リング実施可能な場合にあっては、その事業に参加した副業・兼業経験者も

加えた３者を対象とし、各主体の視点から多角的に分析を行った。 

ヒアリング実施概要 

地域・事業名 ヒアリング対象（敬称略） 実施日 

「海の京都」未来共

創ネットワーク（京

都府北部５市２町） 

京都府舞鶴市（京都府北部地域連携

都市圏形成推進協議会会長市）、京都北

都信用金庫 

令和 3年 12月 22日 

和歌山県（県、わかや

ま産業振興財団、

(株)南紀白浜エアポ

ートとの連携） 

・和歌山県、わかやま産業振興財

団、(株)南紀白浜エアポート 
令和 4年１月 19日 

椿温泉旅館しらさぎ 

口熊野かみとんだ山桃会 

鳥取県（とっとり副

業兼業プロジェク

ト） 

鳥取県 
令和 4年１月 20日 

(株) 吉備総合電設 

副業・兼業経験者 高橋氏 令和 4年 2月 8日 

富山県南砺市（『副

業』応援市民プロジ

ェクト） 

富山県南砺市 
令和 4年 2月 4日 

(株)藤井組 

副業・兼業経験者 斉田氏 令和 4年 2月 8日 

実施方法は、各主体別に用意した質問事項を基にした共通の聞き取りと、

調査研究会の各構成員からの質問と２段階で実施することとした。また、都

市部企業が主体となって取り組む地域貢献活動にも調査を広げ、個人単位で

行う副業・兼業に加え、企業単位での活動・貢献手法について調査を実施し

た。その対象としては、昨年度の調査研究会（一般財団法人自治総合センタ

ー主催）でも取り上げた「ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス」にお

ける新たな働き方及び地域貢献プログラムである「地域 de WAA」とし、この

実践地として、活動を受け入れている和歌山県白浜町とした。 
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 ２ 「海の京都」未来共創ネットワーク（京都府北部５市２町） 

【事 業 名】「海の京都」未来共創ネットワーク 

【実施主体】京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会（会長市：舞鶴市、

他に福知山市、綾部市、宮津市、京丹後市、与謝野町、伊根町）、

京都北都信用金庫 

【実施経緯】 

  近年の人口減少に歩調を合わせるかのように地場企業の担い手も減少、

雇用の縮小も進み、今 15 万人といわれる生産年齢人口も、将来１／３ま

で減ると言われている。やはり地域が元気でないと、地域の将来はない。

外からの刺激と言うことで外部人材の活用を模索し、当初は内閣府の「プ

ロフェッショナル人材拠点事業（以下、「人材拠点事業」という。）」によ

って常勤者の採用を試みたが、成果があがらなかった。 

  一方、コロナ禍にあって、テレワークが一気に進み、地方自治体での副

業・兼業活用も盛んになる中、地域内の宮津市が副業・兼業での行政人材

の募集を実施した。これに対し、全国から 470を超える応募があり、これ

らの応募者は、副業・兼業先が自治体でなくとも同地域で活動することに

興味を持っているのではないかと考え、これらの経緯から本事業の開始に

至った。 

【準備状況】 

  本事業は各市町の単独事業ではなく、５市２町の共同事業として実施。

事業のスキームは、常在の広域連携機関である「京都府北部地域連携都市

圏形成推進協議会（会長市：舞鶴市、以下「協議会」という。）」で予算措

置し、副業・兼業のマッチングを手がける(株)みらいワークスの「Skill 

Shift」に地元企業の募集情報を掲載。掲載料は協議会で負担する。 

【実施状況】 

  これから実際の運用が開始するところで、１つでも多くの成功例を作り

出すべく、伴走支援を京都北都信用金庫（具体的には各市町の支店）が中

心となって行っていくこととしている。人と人の話なので、何らかの軋轢

は出てくるが、その辺りも十分考えながら、先進的な他地域事例なども参

考に進めていく。 
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【副業・兼業人材の地域との関わり】 

  今後の展開の中で、大いに期待すべき事項と考えている。関連した話と

して、地元ファンの獲得ということでは、先に実施した宮津市の副業・兼

業人材事業で、副業・兼業人材の配偶者が非常に当地を気に入って、熱狂

的な宮津ファンになったという事例がある。 

【今後の展望】 

  当地の企業は、何かしなければならないという危機感は持ってはいる。

しかし何をして良いか分からない状況にある。副業・兼業人材には、経営

者（社長）の壁打ち相手になってもらいたい。経営者は、副業・兼業人材

との対話の中から多くの気づきを得てもらいたい。その先の展望について

は、経過を見る中で、地域へどのような効果が考えられるのかが見えてく

るところがあると思う。 

【外部からの支援】 

  地域等のその他の支援については、今後の経過の中で見えてくるところ

もあるのではと考えている。 

 

 ３ 和歌山県（県、わかやま産業振興財団、(株)南紀白浜エアポートとの連携） 

(1)和歌山県、わかやま振興財団、(株)南紀白浜エアポート 

【実施経緯】 

和歌山県は、大学が少なく、また卒業生も東京、大阪などの都市部に

出てしまい Uターンも見込めない。そのような中、企画、経営面のスキ

ルを持った人材が不足。 

一方、働き方も近年大きく変化し、副業・兼業を是認する風潮も見ら

れている。従前から実施していた内閣府の人材戦略拠点事業において、

正規職員だけでなく副業・兼業人材でも活用することが可能となり、そ

のような後押しもあり事業着手に至った。 

【準備状況】 

本事業を実施するにあたっての、地元経済界、金融機関との連携は、

人材拠点事業において設置した協議会が機能した。さらに実際の準備段

階においては、空港型地方創生を目指す(株)南紀白浜エアポートの多大
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なる協力の下で、事業を実施した。 

【実施状況、事業レビュー等】 

  大きくは「人材ニーズの掘り起こし」、「人材派遣会社への情報提供」、

「補助金による支援」と３つのカテゴリーで支援を行っている。本事業

に特化したモニタリングは行っていない。しかしながら説明責任の観点

からも計画と実績の乖離状況などの分析は行っている。 

また、伴走支援的な取組として、県では活用企業に対し、旅費の補助

を行っている。現状ではこの程度のことしかできていないが、一方、各

市町村には移住に係る相談を受け持つ「ワンストップパーソン」がいる

ので、そういった各市町村の人材の協力も得ながら重層的な支援ができ

ればと考えている。 

事業実施にあたっては、(株)南紀白浜エアポートの協力が欠かせない。

同社では首都圏からのアクセスの良さを前面に出し、様々な地域おこし

策に取り組んでいる。この副業・兼業人材事業についても積極的に取り

組んでもらっている。 

【副業・兼業人材の地域との関わり】 

  県庁内の別部署になるが、令和４年度より移住定住施策の強化を図る

こととしている。各市町村の「ワンストップパーソン」とも連携して、

地域と副業・兼業人材を結び付けていく取組やフォローアップにより関

係人口形成につなげていきたい。また、和歌山県には、地域住民や先輩

移住者で構成される「受入協議会」もある。そういったリソースも活用

し、地域に入りやすい環境を形成していきたい。 

【今後の展望】 

  地域経済の活性化を図るため、副業・兼業の件数をどんどん増やして

いきたい。そのためには、需要の掘り起こしが大事で、経営者にわかり

やすく事業の説明を行っていく。加えて、どの地域もそうなのかもしれ

ないが、外からの者に対して殻を閉じてしまう傾向がある。そのような

環境もこういった取組を更に推進していくことで変えていければと期待

している。 

【外部からの支援】 

  本事業の半分は国の事業費で成り立っている。このような継続的な支
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援とともに、地域の外から来る者に対する発想を転換させる取組も、本

事業を実施するうえでは期待をしたい。 

 

(2)椿温泉旅館しらさぎ 

【実施経緯】 

椿温泉は、昔から湯治場として有名であったが、近年は活気がなくな

り、多くあった宿も、数軒にまで減少してしまった。湯治場文化を未来

に継承したい、地域の誇りを取り戻したい、こういった想いから、椿温

泉の湯治場文化を広げていこうと「日本一女将のいる宿」という企画を

立ち上げた。 

SNSで「しらさぎのサポート女将」を募集、アイデアを募り、そこで出

た様々なアイデアうち、どれから手をつけようか、頭の中で整理ができ

なかった。誰かに相談したいと思っていたところ、(株)南紀白浜エアポ

ートから、県で副業・兼業人材の活用事業を行っているから使ってみて

はとの勧めがあり、活用を即決した。 

【委託する業務設定】 

いろいろと取り組みたいことはあるが優先順位をつけられなかった。

本来であれば家族に相談すべきであったが、皆、それぞれ仕事を持って

いる。そのような中、副業・兼業人材には様々な相談に乗ってもらいた

い、いわゆる女将のパートナーになってもらいたいと思って業務を設定

した。 

【選考について】 

当初１か月の募集期間が設定されたが、２週間で 31人の応募があった。

しかも素晴らしい経歴の方ばかりで、あまり多くなり過ぎると選考でき

ないと思い、募集期間の満了の前ではあったが募集を停止した。 

応募動機を基に半数に絞り、オンラインで面接を行い、自身の湯治場

文化や椿温泉に持つ想い・情熱を語り、その返答や想いの中から、この

人と思う人１人を選出した。 

【副業期間中の関わり】 

副業・兼業人材とは週１回２時間ペースで、オンラインでミーティン
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グを実施。加えて、自身のアイデアが浮かんだ時、あるいは聞きたいこ

とが発生した時など、メールや電話で適宜連絡をとる体制としていた。

結果的に、電話は毎日しているような状況であった。現在も契約は継続

中で、メディア等の取材対応も行っている。 

【副業・兼業人材の評価】 

総じて活用して正解であったと思っている。 

今後の更なる広がりに向けては、経営課題の解決に副業・兼業人材の

活用が効果的であることを、より多くの人に知ってもらうことが必要。 

周囲には個人事業主が多く、自分のような悩みを持った人もいて、き

っとニーズは高いと思われる。ただ、副業・兼業人材がどんな人間なの

かよく分からず、またオンラインミーティングなどとなると、古くから

の経営者にはハードルが高い。自分も様々な機会に、副業・兼業の活用

のメリットを訴えている。 

【外部からの支援】 

現在、県の方で、旅費の補助をしていただいているが、例えば、１月間

のお試し等で経験できれば理解も進むと思う。 

 

(3)口熊野かみとんだ山桃会 

【実施経緯】 

４年くらい前から、まちづくりの取組の一環として、近所の子育て世

代の女性たちを中心に、上富田町の町木である山桃を使った商品開発や、

上富田地域の情報発信、町の観光案内所の運営、イベント等を実施して

きた。事業が大きくなる中、今後の経営やまちづくりに悩むようになり、

相談する相手を探していた。椿温泉の女将さんの SNS で県の副業・兼業

人材の活用事業を知り、活用を即決した。 

【委託する業務設定】 

会員は会社勤務の経験はあるが、経営に関しては自信がなかった。ど

のように進めていくのが良いのかなど、経営指導がもらえるような副業・

兼業人材を募集した。 
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【選考について】 

募集に対し多くの応募があった。しかも素晴らしい経歴の方ばかりだ

った。提出いただいた書類を見て、自分の考えに合うと思う人 11名に絞

り、オンライン面談を行い２名採用した。 

【副業期間中の関わり】 

副業・兼業人材とは週１回の１時間のペースで、オンラインミーティ

ングを実施。ただし、資料のやり取りは毎日行っている。 

【副業・兼業人材の評価】 

経営面から様々に助言をいただいた。副業・兼業というとコンサルタ

ントのイメージで経費が高いという認識を持っていたが、今回の副業・

兼業人材では、驚くほど安価で相談することができるので、ありがたい

制度だと思う。 

今後の更なる広がりに向けては、経営課題の解決に副業・兼業の活用

が効果的であることを、より多くの人に知ってもらうことが必要。 

【外部からの支援】 

１月間のお試し等で経験できれば理解も進むのではないか。 

副業・兼業人材は、お金ではなく、やりがいを求めて、一緒に楽しみな

がら取り組んでくれる。その点、まだ地域には浸透していないと感じる

ので、こういった課題の解消が必要だと思う。 

 

 ４ 鳥取県（とっとり副業兼業プロジェクト） 

(1)鳥取県 

【実施経緯】 

鳥取県は、卸売業中心で、労働生産性が比較的低く、また地元企業の

後継者不足という課題に直面していた。多くの企業で副業・兼業を可と

する動きが見られるようになった近年の働き方見直しの流れを受け、特

に、「大企業の５割が副業・兼業を解禁」という新聞報道から、副業・兼

業をキーワードとした事業ができないかと発案し、県として取組に至っ

た。 
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【準備状況】 

特に新しい協議会などの設置に至っていないが、関係者間の連携は、

人材戦略拠点の協議会を活用した。 

事業を進めるにあたり、企業向けに「副業・兼業人材活用ハンドブッ

ク」を作成した。これにより企業の副業・兼業に対する理解や、企業と副

業・兼業人材の円滑な関係構築に寄与できたのではと考えている。 

また事業開始当初から、民間経験豊富な戦略マネージャーが参画し、

副業・兼業人材のマインドに立った視点、あるいは地元経済の特性を的

確に捉えて事業を主導。ハンドブックの作成も同マネージャーが行った。 

 【実施状況、事業レビュー等】 

都市部のビジネス人材に関する情報発信、県内企業と都市部企業が意

見交換を行うスタディツアー、個別訪問による県内企業サポートを実施。 

本件が交付金を活用した事業であることから、定期的なレビューを実

施している。毎年度末、副業・兼業を受け入れた企業に対してアンケー

ト調査を実施しているほか、事例集を作成しており、その一環で、活用

企業や副業・兼業人材の感想をフィードバックしている。副業・兼業人

材の伴走支援として、交通費と宿泊費の補助を、活用企業に対し実施。 

また、令和３年度より、県内募集に応募したすべての者に対し、関係

人口施策として取り組んでいる「ふるさと来 LOVEとっとり」の会員証を

交付。県内滞在中の各種メリット付与を通じた訪問インセンティブを醸

成し、ファンづくりも並行して行っている。 

【副業・兼業人材の地域との関わり】 

  最近、副業・兼業事業を実施したいという市町村が出てきている。中

には副業・兼業人材を活用した企業に対して独自に助成制度をつくった

自治体もある。自治体に対する事業に関する説明会を開催するなどを通

じて、裾野を広げ、地域との関わりを深めていきたいと考えている。 

【今後の展望】 

  今後の展望として、様々なニーズの掘り起こしが重要になってくる。

その際、特に主眼に置いているのが２代目、３代目あたりの経営者。こ

の層は、親から引き継いで、様々なことに取り組んでみたいと意欲的だ

が、何から取り組んで良いのかが明確でない場合が多い。そういった経
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営者の相談、優先順位付けの相手として外部人材は効果的であり、実績

としても出ている。 

  また、単にお手伝いということで、使って終わりということではなく、

その後も継続的に連携し、これまでのフローからストックとしての活用

もできるような環境を作っていきたいと考えている。 

【外部からの支援】 

  本事業の半分は国の事業費で成り立っている。このような支援の継続

は期待をしている。 

 

(2)株式会社 吉備総合電設 

【実施経緯】 

会社は創立以来、地域に根差した活動を行ってきたが、顧客は地方自

治体、企業など「B to B」がメイン。地域にもっと貢献したい、より直

接に消費者とつながることができないかと、取引銀行に相談したところ、

支店長より、県の副業・兼業人材活用事業を勧められた。早速、県に問い

合わせたところ、県の担当者も親身に対応してくれたことから実施を決

意した。 

【委託する業務設定】 

直接に消費者と接点を持ちたく、ネットショップを立ち上げようとし

たが、社内にインターネットに精通した職員が見当たらず、そのネット

ショップ構築にかかる業務を委託業務とした。 

【選考について】 

募集をかけてすぐ反応があった。最初の２～３件の問い合わせに対応

する中、自分の想いを伝え、相手のやりたいことを聞くプロセスに結構

時間がかかり、自分の想いと相手のやりたいこととのミスマッチも感じ

た。そこでお願いしたい業務を文章にして送付し、その反応を元に候補

者を選定することとした。その結果、難しい横文字ばかり使わず、同じ

目線で話ができる１名を採用した。 

【副業期間中の関わり】 

副業・兼業人材とは随時オンラインでミーティングを実施。また来県
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の際には、鳥取に対する愛着を持ってもらえればと、砂丘など鳥取の名

所も案内した。 

【副業・兼業人材の評価】 

自分が持っていない知識を様々に伝授してもらった。今回の活用は社

長特命のような形であったが、今後は社員も交えて様々なことに取り組

んでいければと考えている。 

今後の広がりという点では、経営課題の解決に副業・兼業人材の活用

が効果的であるが、副業・兼業というとネガティブなイメージもついて

まわるので、県や金融機関など公信性の高い機関が前面に出ると良いの

ではないか。 

【外部からの支援】 

副業・兼業人材活用の打診も、知っている人の紹介であれば取り組み

やすい。また、県の事業ということも安心感につながる。さらに、担当者

が事業内容について来社して説明してくれた。そのような親身な対応が

大きな動機付けとなった。 

 

(3)副業・兼業経験者 高橋 氏 

【副業を考えた理由】 

もともと副業に興味をもっていた。学生時代からの経験もあり、本業

以外の収入がある状態が当たり前となっていた。 

U ターンで地元の中小企業に転職したが、副業・兼業をやりたいと思

い、様々な支援機関に登録、これまで、広島県、熊本県、鳥取県で副業・

兼業を行ってきた。現在も、「Skill Shift」を通じて副業・兼業を行っ

ている。 

【応募に至ったきっかけ】 

支援機関の募集要項を見て、自分に合いそうな企業に応募している。 

地方での仕事をしたいとは考えていた。旅行好きなので、地方に行く

のは楽しいし、人との出会いも楽しみである。 
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【業務について】 

小売り関係のアドバイスのほか、SNSを使ったマーケティング、商品開

発、イベント企画などを行っているが、ニーズがあれば何でもやってい

る。 

勤務形態はフルリモート。訪問依頼があった場合は、初回や最後に訪

問している。 

【企業、地域との関わり】 

副業・兼業を通じて、地域に対する愛着は出てくる。オンラインだけ

だと愛着がわくケースは少ないが、１回でも現地に行くと愛着が湧く。 

鳥取県のケースは、１泊２日で訪問し、会議の後、現地を案内しても

らった。鳥取県のファンとなり、ふるさと納税も行った。鳥取県と聞く

と反応するようになった。地域の行事を紹介してもらえれば、ぜひとも

参加したいとも思っている。 

【今後の展望】 

会社員は辞めるつもりはないので、できれば副業・兼業の形で今後も

続けていきたい。 

期間も半年が一つの目安だが、１年などの長期契約も結んでみたい。

収入としては、会社の収入で生活基盤を安定させ、副業・兼業は文字通

り副収入として位置付けているが、仕事としては、いずれも本業として

取り組んでいきたい。 

 

５ 富山県南砺市（『副業』応援市民プロジェクト） 

(1)富山県南砺市 

【実施経緯】 

平成 28 年 10 月より、南砺市を応援する人を登録し、市内のイベント

等にボランティアで参加する「南砺市応援市民制度」（令和３年４月末現

在 903 人登録）において、応援市民の更なる創出を図りたいとの意向が

あった。 

地元経済を顧みたときに、地元企業には、経営戦略や販路拡大などと
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いった経営課題を解決する専門性のある人材がいないため、ビジネス面

で応援市民を増やしたいということがあった。 

そのような中、平成 30年に副業・兼業が緩和され、また支援機関を通

じ、副業・兼業人材が副業・兼業をする理由として自身のスキルアップ

のほか、地方貢献をしたいという意向を持っていることを知るに至った

ことから、南砺市「副業」応援市民プロジェクト事業を実施するに至っ

た。 

なお、当事業は、産業振興部門ではなく、主に移住・定住施策を担当す

る部門、「南砺で暮らしません課」が受け持ち、事業を推進している。 

【準備状況】 

平成 30年９月３日に、市、南砺市商工会、(株)みらいワークスの３社

で包括連携協定を締結。 

市と南砺市商工会は、市内の企業に対し、副業・兼業人材を活用する

ことのメリットについてセミナー等を通じて普及活動を行った。 

(株)みらいワークスでは、副業のプラットフォーム「Skill Shift」を

通じて人材募集・マッチングを実施。 

また開始当初は、地元企業の経営課題発見や人材募集広告の掲載後の

応募者とのやり取り等の伴走支援を、市内のコンサルタント会社に業務

委託した。 

【実施状況、事業レビュー等】 

これまで副業・兼業人材の受入れに関するセミナー、市内企業の副業・

兼業人材の活用に際しての各種サポートを実施。 

令和２年 10 月に富山銀行と「地方創生に向けた SDGs（持続可能な開

発目標）の推進に関する包括連携協定」を締結。協定では産業の振興や

雇用の維持・拡大、移住・UIJターンの促進に関わることの協働が盛り込

まれたことから、令和３年度から富山銀行が活用企業の伴走支援を行っ

ている。 

【副業・兼業人材の地域との関わり】 

移住促進も意識した取組の中で、副業・兼業人材の１名が移住に至っ

た。 
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しかし、本事業では、企業と副業・兼業人材との関係はビジネス上の

関係であるため、なかなか地域との関わり深めるというケースにまでは

至っていない。 

当初の目的は、関係人口の拡大に結びつけるというものであったため、

現在、目的達成に向けどのような取組が効果的か模索している。 

【今後の展望】 

副業・兼業人材の取組動機に地方貢献があるので、活動終了後の地域

とのつながり、すなわち「南砺市応援市民」への誘導の強化が今後の課

題と認識している。 

副業・兼業人材の活用によって、地元企業の魅力が向上している。今

後、地元企業に UIJ ターンの雇用創出の場が創出されることを期待して

いる。 

【外部からの支援】 

本事業は、地方創生推進交付金を活用し実施しているので、引き続き

同交付金の活用を期待している。 

 

(2)株式会社 藤井組 

【実施経緯】 

建設業の DX化の流れの中で、会社でも社内・現場の ICT 化に取り組ん

でいる。 

この流れの中で、社内システムの ICT 化に取り組むこととなり、まず

は、勤怠管理システムのデジタル化を進めることになった。ただ、シス

テムは色々あり、デジタルに精通した社員がいない中、どのシステムが

建設会社に適したものかわからなかった。 

このため、デジタル活用に関して相談できる人材を欲していたところ、

取引銀行より副業・兼業人材の話を聞いて活用することとした。 

【委託する業務設定】 

先述のとおり勤怠管理システムの選定を一つの業務とした。 

地方ではデジタルに精通した人材を採用したくてもできない状況にあ



28 

ったため、良いつながりを欲していた。 

【選考について】 

10人程度の応募があり、これ以上応募があっても選考しきれないと思

い、募集期間途中で募集を停止。 

書類選考で７名までにしぼり、オンラインで面談を行い、1 名を選ん

だ。 

人材選定では、経歴をみても判断がつかなかったため、地方でスキル

を活かしたいという想いを持つ人材を重視した。 

【副業期間中の関わり】 

業務は、勤怠管理システムの導入までのアドバイスとした。 

このため、オンラインで月１回２時間程度の打合せで十分に対応でき

ると考えた。業務の終了期間は明確に定めず、事業の終了は会社の勤怠

管理システムが確立されるまでとした。 

副業・兼業人材とは、業務の中で、業界の話はしたが、南砺市の観光、

魅力等の話題には至っていない。また、業務として重い作業ではなく、

コロナ禍でもあるので、来訪までは求めなかった。 

【副業・兼業人材の評価】 

デジタル人材は、南砺市にはそうはいないので、そういった人材の力

が借りられるこの取組は良い事業だと思っている。 

副業・兼業人材の活用については無料でできたらありがたいが、重要

な社内プロジェクトの場合なら費用がかかっても副業・兼業人材を活用

したい。今回の活用で副業・兼業人材の効果やその活用の手順などが明

らかになった。 

【外部からの支援】 

地域における副業・兼業人材の活用促進は引き続き行ってもらいたい。 

1 回使うと様子が分かるので、人材探しなども独自でできるかと思う

が、初めて使う場合は勝手がわからないため、支援的なものがあった方

が良い。 
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(3)副業・兼業経験者 斉田 氏 

【副業を考えた理由】 

令和元年より副業・兼業を行っている。 

製薬会社に転職したが、転職先では残業時間が少なくなったことから、

その時のスキルを活かす・伸ばせる場を探していた。 

自分のスキルを向上させたいという思いや、収入的にも+α があった

方が良いと思っていた。特に、働き方改革が進む中で時間に余裕ができ

たことや、人生 100 年と言われる中で企業に勤め続ける以外の選択肢も

視野にいれたいという思いなどにより、副業・兼業を行うに至った。 

当初は地方ということには拘っていなかった。 

【応募に至ったきっかけ】 

副業・兼業できる機会を探していたところ、主に地方企業での副業・

兼業を扱った「Skill Shift」を見つけた。 

【業務について】 

案件・条件、その会社経営者の考えに依るが、電車で行ける範囲（富

山、群馬、秩父など）の案件は現地に訪れるケースが多かった。鳥取や山

口の案件は基本オンラインでつながった。 

頻度は案件により異なる（月１～数回程度）。時間にするとオンライン

の場合は毎回１～1.5時間程度、現地の場合は数時間～１日程度。 

【企業、地域との関わり】 

自身が単にその企業の改善だけでなく、地場産業全体の盛り上がり、

関係人口を増やすための取組など、副業・兼業を通じた地域活性化に関

心があった。 

副業・兼業は、関係人口の入口と思っているが、一方で、契約の終了と

ともに関係も終わるケースが多くみられる。 

同じような考えを持つ企業とは、委託元・先の関係というよりは仲間

といった関係を築けており、愛着に繋がっていると思う。 

その土地の文化・名所・おいしいお店・人々を紹介してもらう中で、繰

り返し訪れたい・誰かに紹介したいという思いになる。 
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【今後の展望】 

その企業の成長の支援だけというよりは、地域活性（地場産業の活性

化・関係人口創出）に繋がるかという視点で関われる副業・兼業を志向

したいと思っている。 

これまでの経験を通じて感じるのは、この地域を好きになってもらい

たい、関係人口になってもらいたいと思う地域や企業がある一方で、地

元にいない人材に安い金額で仕事だけ手伝ってもらいたいと思っている

地域や企業の二パターンあるように感じている。後者側だと安い価格で

使われているだけに感じて、続けたいとか、その地域に対して深く入り

込みたいという意識が薄れてしまうため、関係人口にはなりづらい。 

 

 ６ 地域外企業による地域づくり事例 

ここでは、副業・兼業といった個人単位の取組から一旦離れ、企業単位で

の地域における活動について把握する。 

今回、昨年度研究会（一般財団法人自治総合センター実施）においても取

り上げたユニリーバ・ジャパン・ホールディングスの「地域 de WAA」の実

践地である和歌山県白浜町の、企業による地域貢献の受入れについて調査を

実施した。 

これは、昨年度の継続調査との位置づけもさることながら、現在、主に個

人単位で進められている副業・兼業活用事業が、今回の各地でのヒアリング

により、より副業・兼業人材を活用していきたいという声、あるいは経験者

が増えることによって地域の意識も変わってくるのではとの声があったこ

とを踏まえ、今後の拡大においては、副業・兼業人材の所属する企業の担う

べき部分も大いにあるのではないかとの問題意識によるものである。 

※「地域 de WAA」（「令和２年度地域づくり人材の養成に関する調査研

究会（一般財団法人自治総合センター）」より 

平成 28 年から導入した「WAA（Work from Anywhere and Anytime）」

を、働く場所・時間を社員が自由に選べる新しい働き方と地域貢献・

地域活性化の実現のため、発展させた「地域 de WAA」を令和元年から

導入している。  

自治体とも連携して、社員が無料で仕事ができる「コ WAA キングス
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ペース」を整備するとともに、自治体の設定する地域課題の解決に向

けた活動や地域活動ができるよう支援。実施社員は、宿泊費が無料ま

たは割引となる。  

人事部が連携地域を発信して社員が応募しマッチングしている。初

回は、人事部と地域のキーパーソン（自治体職員や NPO 等）とで日程

や活動の調整を行う。 

 

(1)和歌山県白浜町（企業による地域貢献活動の受入れ） 

【取組概要】 

白浜町は、これまでふるさとテレワーク事業（総務省）や、耐災害ネッ

トワーク実証実験（国立研究開発法人情報通信研究機構）への参画・整備

等、様々に操業インフラ整備を進めるとともに、元来、企業の保養所だっ

た施設を IT オフィスに改修し、県とともに IT 関連企業の誘致を進めるな

どを通じ、地元雇用の拡大を図ってきた。 

また、町では平成 29年度から県と取組と連動し、町内でのワーケーショ

ン推進の取組を始めた。ワーケーションはワーク（Work）とバケーション

（Vacation）を掛け合わせた造語で、主にテレワークを活用することで、

リゾート地や温泉地等、普段の職場とは異なる場所で働きながら地域の魅

力に触れることが出来る取組で、同事業を通じて、関係人口の創出・拡大

を図ることとしている。 

【地域貢献の受入れ】 

町では、南紀白浜空港を核としたまちづくりを進める中、進出した企業、

あるいはワーケーション活用企業などにも、まちづくりや地域貢献に参画

をしてもらい、町を元気にしたいといった想いから、企業と包括連携協定

を締結し、町内での様々な企業による地域貢献活動の受入れを行っている。 

一例として、町に進出した IT 企業の社員に町内小中学校に来てもらい、

プログラミング教育を行うなど様々な CSR 活動に取り組む。また、今回ヒ

アリングも実施した NECソリューションイノベータ（※）は、町の子育て、

生活、防災等に関する情報アプリである町公式アプリの開発に携わる。 
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※NECソリューションイノベータ（ヒアリング実施企業） 

・企業の保養所を改修して「白浜センター」を設立。 

・白浜に拠点を置き、地域に根差した企業として、白浜町と連携した

地域貢献への取組。 

・白浜町との包括連携協定（平成 30 年７月締結）に基づく「白浜温

泉街活性化構想推進計画」の具体化や地域総合戦略「白浜町・まち・

ひと・しごと創生総合戦略（令和３年３月）」に資するデジタル活

用事業の推進など実施。 

 

続いてワーケーション企業との協働事例として、町では、令和３年１月

に、ユニリーバ・ジャパン・ホールディングスと包括連携協定を締結し、

同社の社員が自由に働く場所・時間を選択できる「地域 de WAA」の実施に

協力する。毎年多くの社員が来町し、熊野古道の清掃活動（道普請）に取

り組んでいる。 

【今後の展望】 

引き続き観光の町としての施策を展開。その中でデジタル化を進め、例

えば、顔認証サービス導入よる現地決済の省略・回遊性の向上など訪問者

の利便性向上を更に図っていく。 

ワーケーションについても関係人口拡大の手法として促進を図っていき

たい。とりわけワーケーション拡大には、コンテンツ（アクティビティ）

の充実が必要であることから、進出企業等の意見も良く聞きながら拡充を

図っていきたい。 

 

 ７ 調査のまとめ 

地方自治体主導の副業・兼業人材活用事業について、その取組形態（都

道府県（広域）、市町村（単独）、複数市町村（連携））の別に、また、実

施主体（行政、企業、副業・兼業経験者）別に調査を行ってきた。 

調査を通じて得られた、各事例に共通の事項や課題は次のとおり。 

 



33 

(1)事業の成否を握る推進役の存在 

いずれの地域の事業においても、行政の実施を強力にサポートする推進

役が存在した。 

京都北部５市２町の事例にあっては、京都北都信用金庫（地元金融機

関）が、将来の地域経済の危機的展望から、地元企業と行政を動かしたも

ので、今後の副業・兼業人材の活動中の伴走支援も同信用金庫が行うこと

としている。 

和歌山県の事例にあっては、民営化された南紀白浜空港を管理する(株)

南紀白浜エアポートが、紀南地域の各地方自治体と連携した空港型地方創

生の一環として、積極的に地元企業に副業・兼業を紹介、導入していこう

と進めている。 

鳥取県の事例にあっては、民間経験も豊富な「戦略マネージャー」が創

設当初から参画。副業・兼業人材のマインドに立った視点、あるいは地元

経済の特性を的確に捉える。また「ハンドブック」の作成も行い、事業を

主導する。 

富山県南砺市の事例にあっては、地元商工会、富山銀行と協定を締結、

地元経済界とがっちりスクラムを組んで事業を実施している。 

このように各地において様々に工夫を凝らし地元経済界等がリードする

形で事業が実施されている。 

一方、本事業を軌道に乗せるためには、地元経済界等の力だけではな

く、当然、行政の取組も不可欠で、鳥取県の事例では、受入企業は県の職

員の熱意に心動かされた、あるいは副業・兼業にネガティブなイメージも

持っていたが、県が積極的に関与しているということで、その不安も解消

できたという。 

このように地域の中心たる地方自治体の真摯な姿勢も本事業の推進には

不可欠で、地方自治体と推進役は両輪となって、事業の着実かつ強力な推

進を図っている。 

 

(2)地方企業の経営強化に向けた一手 

  地方企業においては、テレワークの推進や労働生産性向上といった社会

的要請がある。あるいは代替わりによる二世、三世への事業継承など、経
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営者は、多種多様な課題の中、社内外から意見を求めている。 

その経営者の有形・無形のニーズに応える存在として、副業・兼業人材は

有効な一手であることが分かった。物事着手の優先順位付け、経営コンサル

ティングといった無形のニーズ、一方で、地域資源の商品化・販路拡大、ネ

ットショップサイトの立ち上げ、労務管理の IT化などの有形のニーズがあ

り、経営者のこれらニーズに応えてくれる副業・兼業人材の存在は、非常に

有用で、かつ、財務基盤が強靱でない地方企業において、比較的安価に活用

できる点は魅力であり、今後この分野が更なる発展拡大を見せる感触を得

た。 

 

(3)関係人口化への期待 

  いずれの事業においても、主導する地方自治体では、副業・兼業人材

に、単に企業の経営改善等の一過性の関わりだけではなく、今後、関係人

口として地域に関わりを持ってもらいたいとの想いがあることを確認し

た。 

  既に取組が数か年に及ぶ鳥取県においては、県内求人に応募した者に対

して、関係人口施策の一環である「ふるさと来 LOVEとっとり」の会員資

格を付与し、県内滞在時の各種メリット付与等の取組も進める。 

  和歌山県においては、当該事業の所管は産業振興部門であるが、今後、

移住・定住推進部門との提携を模索するとの方針も持っている。 

  富山県南砺市にあっては、事業推進を移住・定住推進部門が行ってお

り、そもそもの事業創設のきっかけが関係人口創出拡大の一環であったと

いうものであった。 

 

(4)地域の外部人材に対する理解促進 

  これは、副業・兼業に限った話ではないが、外部から来る者に対する反

応が、各地域においても今後の受入れ促進、および、その先の関係人口化

を図るうえでの大きな要素であった。 

地方には、その土地固有の風土があり、当然に閉鎖的な風土もある。そ

ういった中で外部人材の導入を進めるに際しては、その地域の意識を変え

てもらう必要がある。意識変革は一朝一夕にできるものではないが、本事
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業を着実に進め、外部人材の層を厚く、拡がりを見せることによって、少

しずつではあるが意識変革は実現できる。 

  また、この課題は、広域の実施主体である都道府県から多く聞かれたと

ころである。そのため、事業実施にあたって、住民に身近な市町村と連携

することによって、地域、副業・兼業人材双方にきめ細かな対応を模索す

るといった話もあった。 

 

(5)副業・兼業人材の地域への想い 

  副業・兼業を希望する者は、その動機として、もちろん副収入を得るこ

とが一義的であるが、それが最優先であれば、都市部における高収入の副

業・兼業を選ぶ道が当然にある。しかしその道を選択せず、敢えて技術・

スキルに比して安価とされる地方企業での副業・兼業を希望するのは、自

らのスキル・技能をもって地域に貢献したい、地域と関わりを持ちたい、

そういった想いからであるということが分かった。 

  この副業・兼業人材の想いを汲み取る企業・団体は、継続した関係性を

有し、企業は引き続き助言を得ることが出来る。また、副業・兼業人材

は、自らの活動経験を旅行に重ね合わせ、その地域の名を聞くだけで良い

思い出が蘇るなど双方にとって望ましい結果をもたらしている。 

  一方、単に経営改善の一手としてのみ捉え、業務満了後は関わりを持た

ない活用企業・団体を経験した人材にあっては、その後の継続性も持つこ

とが出来ず、また経験者もその地に何ら良い印象を持たずに終わってしま

う結果となっている。 

 

(6)和歌山県白浜町の取組 

企業人材の地域への関わりについて、個人単位の活動である副業・兼業

ではなく、企業単位での地域貢献という観点から、和歌山県白浜町の取組

を調査した。白浜町では、企業と「包括連携協定」を締結し、企業の地域

貢献活動を通じて、企業人材と地域人材の関係づくりを推進してきた。 

また、白浜町で展開されているユニリーバ・ジャパン・ホールディング

スの「地域 de WAA」では、ユニリーバの社員の熊野古道の清掃活動への

参加などを通じ、地域コミュニティとの結びつきが図られている。 
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このように当地の企業を歓迎する姿勢は、多様な企業人材を受け入れる

土壌を作り上げている。企業人材がまちづくりに関わり、地域住民ととも

にその地を良くしていこうとするシビックプライドの醸成と、閉鎖的な風

土を改善に繋げる取組であると感じたところである。 
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第５章 地域における副業・兼業人材活用について 

１ 今後望まれる視点 

前章において、地域における副業・兼業人材活用の共通する課題・事項を

見てきたが、この課題・事項から、副業・兼業人材の関係人口化、つまり地

域づくりに関わりを持つ、ひいては地域づくり人材へと成長するに際し、望

まれる視点について考察する。 

 

(1)産業振興の視点に地域振興の視点を付加 

地域における副業・兼業人材の活用は、近年の労働法制の変化等の後押

しもあって盛んになってきたところで、まだ日の浅い取組である。そのた

め、各地域においては、一部、地方自治体では関係人口を意識した取組を

進めるも、未だ、地域経済の活性化、いわば産業振興としての視点が主と

なっている。一方、副業・兼業人材においても、地域貢献といった視点を

もちつつも、第一義的には、自分のやりたい、あるいは自分に適した仕事

を行うため、各企業に応募している。 

地域経済の活性化において、俗に「ヒト・モノ・カネ」が重要な要素で

あり、これらの組み合わせにより地域経済の好循環が創出されるが、この

「ヒト」を外部人材に頼るための取組が本事業である。 

しかしながら、事業で扱う外部人材は、「モノ」でも「カネ」でもなく、

まさに「人」である。当然、感情も有するため、活用期間中、地域と関り

を持った中、様々な感情が形成され、その感情如何では、地域のファンと

しての関係人口創出につながり、地域づくり人材に成長する可能性は大い

にある。このため、各地で事業が進められるにあっては、当初の産業振興

の視点を持ちつつも、先にあり得る地域振興、関係人口化も見据えた取組

が望まれる。 

一方、地元経済界においては、地元企業の活性化がひいては地域振興に

つながることに留意しつつも、副業・兼業人材と企業との関係づくりに配

慮し、業務が終わったあとでも関係が続く工夫をすることにより、関わり

をもつ副業・兼業人材の層を増やし、トータル的に地元経済界を活性化す

る土壌の形成が求められよう。活用する企業・団体においても、気軽に問

い合わせができるブレーンの確保に向けて、業務が終わった後の関係の継

続に留意する必要があろう。 
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このような関係、すなわち縁の継続が、引いては地域ファンの形成につ

ながり、関係人口化につながるものと考えられる。 

 

(2)副業・兼業人材の想いに応える 

副業・兼業人材は、全国の数ある求人の中から、自らの経験・スキルに

照らし、また当該地域に対する様々な想いや諸般の要素を勘案し、いわば

人生の大事な時間の一部を地域に捧げる覚悟を持って応募しているものと

思料される。 

そのような覚悟を持って飛び込んだ副業・兼業人材の想いに応える必要

がある。「報酬が比較的安価だから試しに使ってみよう」という考え自体を

否定するものではないが、活用する企業・団体及び事業を主導する地方自

治体においては、その安価の背後にある副業・兼業人材の想いをしっかり

受け止め、当地での活動が、有意義であった、地域と今後とも繋がってい

たいと言わしめられるような取組が望まれる。 

例えば、地方自治体においては、地域とつながりたいという副業・兼業

人材の想いに応え、地域情報やイベント等の情報提供のほか、地域課題解

決に向けた新たな活動の場の紹介などを行い、副業・兼業人材との関係継

続を図る必要があろう。 

一方、活用する企業・団体においては、現地訪問の機会を活かし、地域

の名所・旧跡を案内したり、地域の美味しいものの紹介などを通じ、地域

ファンになってもらえるような機会創出が考えられる。 

 

(3)当地での活動を包摂する気運の醸成 

副業・兼業人材は、都市部の企業勤務者のほか、フリーランスや個人事

業主など多様な人材が応募してくるものと想定される。このため、価値観

や生活信条など多種多様な人材が地域や企業と関わることとなる。また、

現地訪問など見知らぬ人がその地域を訪れる機会も増えていくことが想定

される。 

このため、副業・兼業人材が活動していく中で、(2)のように企業・団体

の心持ちはもちろんであるが、地域全体で副業・兼業人材を温かく迎える

といった姿勢も求められるのではないか。したがって、地域の牽引役とな
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る地方自治体には、地域の各種団体や住民と連携して、副業・兼業人材と

地域を結びつける関係づくりの推進役として期待するところが相当程度あ

ると思われる。特に外部人材の受入に関し消極的な地域である場合は、地

方自治体職員の関与が必要と考えられる。 

例えば、副業・兼業人材に地域の人が挨拶をする、声をかけるというち

ょっとした取組や、地元のコミュニティと副業・兼業人材が交流できる機

会の創出などが考えられよう。 

そして、地方自治体職員や地域団体・住民が親身になり副業・兼業人材

の伴走支援を行い、地域の情報を伝えていく。また副業・兼業人材との協

働の中で、外から見た自地域の様子に触れ再発見する。 

その発見を地域に還元、そのうえで強みはさらに伸ばし、改めるべきは

真摯に向き合う。そういったプロセスこそが、「地域づくり」であり、地域

づくり人材の養成につながっていくのではと考えるものである。 

 

２ 具体的取組 

(1)推進役の設置 

前章でも見たように、地方自治体主導であっても、実施にあたっては例

えば、「海の京都」未来共創ネットワークの京都北都信用金庫、和歌山県の

(株)南紀白浜エアポート、鳥取県の「とっとりプロフェッショナル人材戦

略拠点」の戦略マネージャー、富山県南砺市では富山銀行などが強力に事

業を推進しており、これら推進役の存在が、例えば、副業・兼業人材の活

用に対するムーブメントの醸成のほか、活用企業・団体の不安解消や副業・

兼業人材とのマッチングに対するサポートなど、安定的、継続的な事業実

施を図るうえでも重要である。 

本事業を構成する活用企業・団体と副業・兼業人材の両者の視点を十分

に持ち得るのは、経験・知見豊富な金融機関なり専門家であろうと考えら

れる。そのため、事業の実施にあたっては、これら推進役の識見等も十分

に活用しながら、地域の牽引役である地方自治体、特にその職員の熱意と

真摯な取組の両者が相まることで、きめ細かな伴走支援も期待ができ、副

業・兼業人材の活動の満足感や、地域での更なる取組等への深化が期待で

きるものと考えられる。このような理由から、事業実施にあっては、強力

な推進役が望まれるものである。 
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(2)副業・兼業人材のきめ細やかな伴走支援 

副業・兼業人材の側から見ると、数ある求人の中から興味関心がある地

域・会社を選択したとしても、やはり初めて訪れる地での活動に、当然不

安はつきまとうものと考えられる。そのような不安解消の１つの手立てと

しては、ある程度の年数を経て一定程度の実績を積み重ね、当該地域での

経験者が増え、ストックとして知見の蓄積された際には、副業・兼業経験

者によるサポートデスク的な機能を設け、事前、活動中、終了時とそれぞ

れの場面で副業・兼業経験者の相談に応ずるなども関係人口化に向けて効

果的ではないかと考える。 

これは、事業の円滑な実施に寄与するばかりか、その地に愛着のある経

験者による助言であることから、活用企業・団体、行政に続く第３の「地

域におけるサポート存在」ともなり得るものである。副業・兼業事業の直

接的なネットワーク組織ではないが、和歌山県には、地域住民や先輩移住

者で構成される「受入協議会」が設立され、外部人材が地域に入っていき

やすい環境を創り出している。 

 

(3)活用企業・団体の理解促進 

副業・兼業人材及び活用企業・団体の双方が抵抗感無く事業に着手でき

る環境が大切であることから、現在、マッチング支援機関が中心となって、

活用する企業等を対象としたセミナーを開催し、理解促進を図っている。 

この取組を更に進め、具体的には一過性だけではなく継続性を有する取

組が必要である。例えば、鳥取県の「副業・兼業人材活用ハンドブック」

が挙げられる。これは事業の紹介から、求人広告の書き方、副業・兼業人

材との接し方など、本事業で直面する各場面を詳しく紹介した冊子であり、

ホームページでも閲覧が可能となっている。 

もちろん実際の受入れ前のガイダンスに過ぎないが、活用企業・団体に

対して、対処方針のヒントを与えるもので、副業・兼業人材との円滑な事

業実施、円満な関係の構築にも寄与し、引いてはその後の地域との関わり

にも大きく寄与するものと考えられる。 

このような受入れ前の理解促進や準備は大いに参考となるものである。 
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(4)地域の理解促進 

繰り返しになるが、本事業を進める理由の１つに将来的な関係人口化と

いうものがあり、本事業が展開される舞台である地域との関わりをどう副

業・兼業人材に持たせるかといったことが論点となる。 

まず、活用企業・団体であるが、(3)のように事業の趣旨等理解したうえ

で、副業・兼業人材に、地元を紹介する、あるいは近隣の名所を案内する

といったことが、些細なことではあるが、関係人口化に向けた第１歩であ

る。例えば、鳥取県で副業・兼業した高橋氏のケースでは、地元を案内し

てもらったことにより、自身が鳥取県の地域ファンになったとの発言があ

った。数ある求人の中から地域を選び、会社を選んだ訳であるから当然地

域や企業等興味関心がある。その興味関心に真摯に応える姿勢を活用企業・

団体に期待するものである。 

次に行政であるが、まず、都道府県が実施する場合にあっては、どうし

ても地域との関係までに手が回らない。ヒアリングでは、実際に当地で仕

事した者のおよそ３分の２がその後の関係形成に及んでいないとのことで

あった。 

やはり地域となれば身近なのは市町村であり、市町村との連携策等を検

討するのが望ましい。和歌山県のケースでは、今後、各市町村に配置され

ている「ワンストップパーソン」と連携して、地域と副業・兼業人材を結

び付けていく取組やフォローアップにより関係人口形成につなげていくと

し、鳥取県でも事業に取り組む市町村と連携を図るとしている。 

一方、市町村が実施する場合にあっても、本事業の実施が産業振興担当

部署で、地域振興の視点が及んでいない場合には、移住・定住担当部署と

提携し、例えば、副業・兼業人材を移住・定住イベントに招待するといっ

た連携を講じ、継続的な地域との付き合いに結びつけていくなどが考えら

れる。富山県南砺市のケースでは、移住・定住施策を担当している「南砺

で暮らしません課」が副業・兼業事業を推進している。 

また、副業・兼業人材や活用企業・団体にとって気軽な相談先として機

能する体制づくりなど地域のコンシェルジュ的な機能の設置が望まれる。

例えば、「海の京都」未来共創ネットワークでは京都北都信用金庫が、和歌

山県では(株)南紀白浜エアポート、鳥取県では「とっとりプロフェッショ

ナル人材戦略拠点」の戦略マネージャー、富山県南砺市では富山銀行が身

近な相談役として機能している。 
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 (5)公民連携のまちづくりの推進 

以上のような取組を進めた結果、副業・兼業人材は、地域との繋がりを

持ち、地域は関係人口創出の足がかりを得ることが可能となろう。その先

の展望は、各地域実情に応じた展開となろうが、地域に共通することとし

ては、公民の連携による地域づくりに繋がるのではないかと考える。 

例えば、和歌山県白浜町のケースでは、企業と「包括連携協定」を締結

し、企業の地域貢献を通じ、企業人材と地域との関係づくりを奨励してき

た。一例として、町に進出した IT企業社員が町内小中学校でプログラミン

グ教育を行うなどの取組を実施している。また、ユニリーバ・ジャパン・

ホールディングスの「地域 de WAA」では、ユニリーバの社員の熊野古道の

清掃活動への参加などを通じ、地域コミュニティとの結びつきを図りなが

ら、多様な企業人材を受け入れる土壌を作り上げている。 

今回取り上げた副業・兼業人材活用は、個人単位の取組ではあるが、地

方自治体が目指す関係人口化を考慮すれば、それは外部人材の地域貢献で

あり、従前からの企業単位の地域貢献と今回新たな個人単位の地域貢献が

相まって、新たな局面が期待できるのではないかと考えられる。そして、

企業人材と地域コミュニティとの関係づくりが図られれば、新しい公民連

携のまちづくりも可能となると考えられる。また、副業・兼業の企業内で

の奨励と地域との関係づくりが融合することによって、新たな包括連携協

定の締結など企業人材の地域貢献活動しやすい環境の形成も期待できると

思われる。 

今後、様々な形で企業人材の参画のもと、公民連携のまちづくりが進ん

でいくと思われる。 

 

(6)本業従事先（企業等）の理解促進 

今回、地域における副業・兼業人材の活用について様々に事例を見聞し、

調査では、活動する地域（地方自治体、活用企業・団体）及び経験者に焦

点をあてヒアリングを実施してきた。この活動が「副業・兼業」と言う以

上、本業が存在し、人材が所属する本業従事先（企業・団体）があるはず

である。 

本取組の更なる推進には、この本業従事先の「副業・兼業」に対する理

解が促進されることが望まれ、本取組の要であるマッチング支援機関の日
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頃からの周知普及活動、あるいは副業・兼業を対象に加えることとした「プ

ロフェッショナル人材拠点事業」などを通じた理解促進を図ることが望ま

れる。本業従事先の理解の上に立った本取組によって、地域との関係性の

強化の結実である(5)でも述べた「包括連携協定」といった成果も展望でき

るものと考える。 

 

３ 外部からの支援 

最後に、これまでの調査を通じて効果的と考えられる、本事業を進めるに

あたって実施主体を外から支援するものとして、「他の行政機関」と「地域」

ほかを提案する。 

 

(1)他の行政機関 

本事業に関係する商工行政、地域振興行政は、都道府県、市町村共に権

能を有するものである。そのため各所での役割分担が必要で、例えば、都

道府県が実施主体の場合には、先述のとおり活用企業・団体の所在市町村

との連携や支援が必要であり、市町村が実施主体であれば、都道府県の「プ

ロフェッショナル人材戦略拠点」との連携・協働により、活用企業・団体

と副業・兼業人材の双方を支えることが必要である。 

 

(2)地域 

本事業の調査を通じて、活動する地域の気風・風土というのが、事業の

更なる広がりを見せるうえでの一つ重要な要素であることが分かった。気

風・風土は一朝一夕に形成されるものではなく、繰り返しの取組が必要で、

活用企業・団体や主導する地方自治体が様々な機会を捉えて、働きかけて

いくことが大事と思われる。 

 

(3)事業に関わる人材の意識を改変する研修事業の実施 

以上のように、本事業を効果的に推進するためには、受入企業・団体と

副業・兼業人材の双方を支える地方自治体の職員等の存在が必要となる。 

このため、全国地域づくり人財塾などの機会を活用して、活用企業・団
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体、副業・兼業人材の双方を支える留意点・ポイントなどに関する研修を

実施し、活用企業・団体、副業・兼業人材を支える人材の意識改革を展開

していく。それにより、外部人材等と関わる中で新たな気づきが生まれ、

新たな地域づくり活動を内から醸成していくことが期待できる。 
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第６章 まとめ 

今回、働き方改革の一環として緩和された副業・兼業。地方創生の１つの手法

としての地域における取組ということで、地方自治体が主導する副業・兼業人材

の活用について、行政、民間企業、副業・兼業人材とそれぞれにスポットをあて

ヒアリング、事例調査を行った。 

なぜ、都市部ではなく、地方における副業・兼業人材の活用が盛んに行われて

いるのか。調査研究会の疑問はそこにあった。それは、より高収入を得ようとす

るならば都市部の方が当然優位であって、敢えて地方に目を向ける必要が無い

はずだからである。 

それが調査を通じて、副業・兼業を希望する者が、単に自身のスキル・知見の

対価を得ようとするだけでなく、自身の能力の研鑽であり、自らの能力で地域に

貢献したい、さらには興味ある地域と繋がりを持ちたい、そのような感情的要因

が相当に寄与し、地方へ誘導していることが分かった。 

これはまさに関係人口の入口であり、本業もあって移住までは難しいが、地域

と何らかの関わりを持ちたい、その地で自らの力を発揮したい、そういった関係

人口の想いと合致をするもので、今後の更なる地方回帰を促進、地域の活性化を

図る観点からもこの分野の取組は非常に有効であると思われる。 

しかしながら現実は、本分野が新しい分野であるため、多くの地域が当然のご

とく産業振興としての活用に留まっているが、ヒアリングを通じてどの地域も

副業・兼業人材との一過性でなく継続的な関係構築を図りたい、その想いを有し

ていることが確認できた。 

本調査では、都道府県が実施するもの、市町村が実施するもの、あるいは複数

市町村で連携して実施するものと実施団体別に、かつそのサポートを行う機関

も金融機関や民間専門家など様々に、そして受け手である活用企業・団体や副

業・兼業経験者にもヒアリングを実施、事業の全容のあぶり出しに努めた。 

最後に本調査に御協力いただいた全ての団体・個人の皆様に、多大なる感謝の

意を表すとともに、本調査結果が、現在取組を進める、あるいはこれから開始し

ようといった地域にとって参考となる、また国・県での地域振興施策検討の一助

となることを期待するものである。 
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